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本ニューズレターでは、2022年度税制改正（2021年11月12日連邦政府官報公布）のう

ち、合併または分割にかかる改正の概要について解説します。今回の改正により、合併

または分割の適格の要件および手続がより厳格化されます。 
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1. 合併・分割の適格の要件 

(1) 合併の適格の要件 

合併に際し、以下の要件を満たす場合には、適格（非課税）とみなされます。 

a) 連邦税法典（CFF）に準拠した合併の通知を、SAT（メキシコ税務当局）に対し
て行う。 

b) 合併存続会社は、合併の効力が生じた日から少なくとも1年間は、合併前に合併
消滅会社が行っていた活動を引き続き行う。 

c) 合併存続会社は、合併消滅会社に係る合併事業年度の確定申告および情報申告
を行う。 

上記b)に関して、以下の要件が満たされる場合には適用されません。 

1. 合併消滅会社の合併前の事業年度の主たる事業活動による収入が、合併存続会
社の行う事業と同一の事業活動において使用されるリース資産からの収入によ
るものである場合。 

2. 合併前の事業年度において、合併消滅会社がその収入の50％を超える額を合併
存続会社から得ている場合、あるいは合併存続会社がその収入の50％を超える
額を合併消滅会社から得ている場合。 
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なお、当該要件は、合併存続会社が合併の効力発生日から1年未満で清算される場合に
は適用されません。 

 

(2) 分割の適格の要件 

分割に際し、以下の要件を満たす場合には、適格（非課税）とみなされます。 

a) 分割会社の議決権のある株式の51％以上を所有する株主は、分割が行われる直
前の年から起算して3年間同一である。 

b) 分割により会社が消滅（解散）する場合、当該分割会社は、税法に定める条件に
基づき、分割の対象年度の確定申告および情報申告を提出する義務を負う会社
を指定する。当該指定は、分割の決議が行われる臨時総会において行う。 

 

2. 合併・分割の改正点 

(1) 事業上の理由 

今回の改正により、新たに上記の適格の要件に加え、「事業上の理由があること」が求
められます。税務当局が合併または分割取引に事業上の理由がないと判断した場合、当
該合併または分割取引は譲渡取引とみなされ、税務上非適格合併または非適格分割と
して取り扱われることになります。すなわち、課税取引とみなされます。 

 

(2) 事業上の理由に関する審査対象期間 

上記の事業上の理由に関連し、税務当局による、その審査対象期間が新たに規定されま
す。事業上の理由の有無に関する当局の判断は、取引日から過去5年間及び将来5年間
の期間を対象に行われることになります。 

 

(3) Dictamenの提出 

合併または分割前の財務諸表及び合併または分割後の財務諸表に対して、公認会計士
による意見書（Dictamen）の提出が必要となります。 

 

3. 事業上の理由について 

「経済的な便益」と「税務上の便益」を定量化し比較することで、経済的な便益のほう
が低い場合には、税務当局は事業上の理由がないと主張することができると定められ
ています。 

ここでいう経済的な便益とは、当該取引を行うことで収益の獲得、費用の削減、商品価
値の増価、市場での優位性の向上、などが認められる場合を指し、税務上の便益とは、
同様の取引から生じる税金の減額、免除、または一時的な繰延をいいます。 

当該経済的な便益を定量化するにあたり、取引に関する最新の情報を考慮しなければ
ならず、また、裏付けがあり合理的な範囲で将来の経済的な便益も考慮する必要があり
ます。 
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4. 当該改正の論点 

当該改正にもあるように、最近の税制改正では事業上の理由、合理性を求める傾向があ
ります。事業上の理由に関しては、前述のとおり、経済的な便益を定量化し、それが税
務上の便益よりも下回ると当局が判断する場合に事業上の理由がないと主張すること
ができる、と規定されています。そのため組織再編等の通例ではない取引を行う場合に
は、当該便益の数値比較などの文書を準備し、事業上の理由の裏付けに対応していく必
要があります。 
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